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７０年談話を「評価する」４８％…読売調査
読売新聞　2015年08月18日 00時32分
　読売新聞社は１５～１６日、全国世論調査を実施した。
　戦後７０年の安倍首相談話を「評価する」と答えた人は４８％で、「評価しない」の３４％を上回った。先の大戦への「痛切な反省と心からのおわび」を表明した、歴代内閣の立場を引き継ぐ考えを示したことを「評価する」は７２％に達し、「評価しない」の２０％を大きく引き離しており、談話を好意的に受け止める人が多かった。
　首相は談話で、「先の世代に、謝罪を続ける宿命を背負わせてはなりません」と述べた。今後も日本が「謝罪を続ける方がよい」とした人は２７％で、「そうは思わない」が６３％に上った。談話が、中国や韓国との関係に「悪い影響を与える」は１９％、「良い影響を与える」は１４％で、「とくに影響はない」が５０％だった。
　安倍内閣の支持率は４５％と、前回調査（７月２４～２６日）の４３％からほぼ横ばいだった。不支持率は前回の４９％から４ポイント下がり、４５％。前回は第２次安倍内閣発足以来、初めて不支持率が支持率を上回っていたが、今回は同率で並び、支持率下落に歯止めがかかった。
産経新聞　2015.8.17 11:37更新 

【産経・ＦＮＮ世論調査】内閣支持率４３％に回復　首相談話「評価」５７％　安保法案「必要」５８％
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が１５、１６両日に実施した合同世論調査によると、安倍晋三首相が１４日に発表した戦後７０年談話を「評価する」という回答は５７・３％に上り、「評価しない」の３１・１％を大きく上回った。内閣支持率は、平成２４年１２月の第２次安倍内閣発足後で最低だった前回調査（７月１８、１９両日実施）より３・８ポイント上昇し、４３・１％となった。
　７０年談話で首相が「戦争に何ら関わりのない世代に謝罪を続ける宿命を背負わせてはならない」と表明したことについては６６・１％が「評価する」と回答した。「植民地支配」「侵略」「反省」「お詫び」の４つの言葉を盛り込み、「歴代内閣の立場は今後も揺るぎない」と表明したことについても５９・８％が「評価する」とした。
　今国会で審議中の安全保障関連法案については５８・０％が「必要」と回答したが、今国会での成立には５６・４％が反対し、賛成は３４・３％だった。同法案に対する野党の対案については「必要」が７８・７％に達した。
　２０２０年東京五輪・パラリンピックの主会場となる新国立競技場の建設計画見直しに関し、政府が原則として施設を競技機能に限定する方針を決めたことについては、７１・７％が評価し、「評価しない」は２２・５％だった。
　原発の再稼働については、反対（５６・７％）が賛成（３５・８％）を上回った。今月１１日に九州電力川内（せんだい）原発１号機（鹿児島県）が新規制基準のもとで初めて再稼働したばかりだが、根強い慎重論が浮き彫りとなった。
　一方、安倍内閣の不支持率は４５・０％で、前回より７・６ポイント下がったが、２カ月連続で支持を不支持が上回った。
　政党支持率は自民党３５・８％、民主党１０・８％、維新の党６・０％、公明党５・１％、共産党５・１％、社民党２・１％－など。
産経新聞　2015.8.17 19:08更新 

【産経・ＦＮＮ世論調査】安保法案「必要」が１６ポイントも上昇　女性に浸透　全世代で「必要」が多数
　産経新聞社・ＦＮＮ世論調査で、集団的自衛権の限定的な行使容認を含む安全保障関連法案を「必要」と答えた人が前回調査（７月１８、１９両日実施）より約１６ポイントも増えたが、特に女性は全世代で増加し、５割以上が「必要」と回答した。中でも４０代は前回比２０．９ポイント増の６２．８％。３０代（５１．３％）と５０代（５７．５％）、６０代以上（５５．３％）も約２０ポイント増えていた。
　民主党など野党による「戦争法案」「徴兵制復活」といったレッテル貼りが一時的に盛り上がったが、浸透せず有権者の多くが冷静に判断するようになったためとみられる。
　男性も法案の必要性が浸透している。前回調査では２０～４０代で「必要」とした人は５割を切っていたが、今回は２０代の７０．３％をピークに、いずれも６０％を上回った。６０代以上は前回と同じ５２．６％だった。
　ただ、安保関連法案を今国会で成立させるべきかどうかについては、２０代の男性で賛成（５４．７％）が反対（３５．９％）を上回ったが、他の世代では男女とも反対が多数を占めた。国民の理解を広げるには、政府は国会審議を通じてより丁寧な説明が必要となりそうだ。
産経新聞　2015.8.17 18:02更新 

【産経・ＦＮＮ合同世論調査】戦後７０年談話、２０代が高評価　公明支持層も容認
　産経新聞社とＦＮＮの合同世論調査では、政府が１４日に閣議決定した戦後７０年の安倍晋三首相談話について、全世代で「評価する」との回答が「評価しない」を上回った。２０代の評価が最も高く、男性の７１・９％、女性の５４・１％が評価した。「未来志向」を重視した内容が若者層に受け入れられたといえそうだ。
　「反省」「侵略」「植民地支配」「おわび」という表現を使ったことも、２０代男性の７０・３％が評価。女性も４０代で５９・３％が支持を寄せた。「戦争に関わりのない世代に、謝罪を続ける宿命を背負わせてはならない」との表明は、３０代男性の７９・３％が評価した。
　支持政党別では、自民党の７９・６％が談話を評価。公明党も６４・７％が評価し、全政党の平均（５７・３％）を上回った。首相が心配した公明党支持層にも支持が広がっており、政権運営の懸念材料が一つ取り除かれた形だ。
産経新聞　2015.8.17 18:02更新 

【産経・ＦＮＮ合同世論調査】戦後７０年談話、２０代が高評価　公明支持層も容認
　産経新聞社とＦＮＮの合同世論調査では、政府が１４日に閣議決定した戦後７０年の安倍晋三首相談話について、全世代で「評価する」との回答が「評価しない」を上回った。２０代の評価が最も高く、男性の７１・９％、女性の５４・１％が評価した。「未来志向」を重視した内容が若者層に受け入れられたといえそうだ。
　「反省」「侵略」「植民地支配」「おわび」という表現を使ったことも、２０代男性の７０・３％が評価。女性も４０代で５９・３％が支持を寄せた。「戦争に関わりのない世代に、謝罪を続ける宿命を背負わせてはならない」との表明は、３０代男性の７９・３％が評価した。
　支持政党別では、自民党の７９・６％が談話を評価。公明党も６４・７％が評価し、全政党の平均（５７・３％）を上回った。首相が心配した公明党支持層にも支持が広がっており、政権運営の懸念材料が一つ取り除かれた形だ。
野党、防衛省資料で集中審議要求＝安保法案、再開合意できず
　民主、維新、共産の各党幹部は１７日、防衛省統合幕僚監部が安全保障関連法案の成立を前提に内部資料を作成していた問題について、参院特別委員会で集中審議を行うよう求める考えを表明した。一方、自民党の吉田博美参院国対委員長は同日、安保法案審議を１８日から再開することを民主党の榛葉賀津也参院国対委員長に提案したが、資料問題の扱いで折り合えず、結論を持ち越した。　
　民主党の枝野幸男幹事長は１７日、国会内で記者団に対し、資料問題について「統幕幹部の暴走ともいえるのではないか。集中審議も必要だ」と強調。維新の党の片山虎之助参院議員会長も記者会見で「集中審議をやったらいい」と語った。
　共産党の山下芳生書記局長は会見で、集中審議とともに、河野克俊統合幕僚長の証人喚問を求める考えを表明。「安倍晋三首相と中谷元防衛相の責任は重大だ」とも述べ、政府側を追及していく方針を示した。
　自民、民主両党は１７日、国対委員長会談の後、参院特別委の筆頭理事間でも協議。民主党は集中審議に加え、「法的安定性は関係ない」と発言した礒崎陽輔首相補佐官を再び参考人として招致することを要求したが、自民党は難色を示し、１８日に改めて協議することになった。
　内部資料は、安保法案の来年の施行を前提に自衛隊の具体的な部隊運用などが明記されている。１１日の参院特別委は資料をめぐる中谷氏の答弁で紛糾し、審議途中で散会となった。（時事2015/08/17-18:47）2015/08/17-18:47

安保法案、１８日の審議見送り　防衛省内部資料で対立
　自民、民主両党は１７日、安全保障関連法案の参院審議日程について協議した。防衛省が法成立を前提に内部資料を作成していた問題などで意見が対立し、１８日の特別委員会開催は見送られた。週内の再開をにらみ、１８日に再協議する。野党は防衛省資料問題を徹底追及する構えで、安倍晋三首相が出席する集中審議のほか、河野克俊統合幕僚長の証人喚問を求める声も上がった。
　特別委は、１１日に防衛省資料をめぐり審議が紛糾して散会した後、開かれていない。自民党は特別委理事間の協議で、１８日に中谷元・防衛相らが出席して一般質疑を行う日程を提案した。
2015/08/17 21:03   【共同通信】
参議院特別委 防衛省文書で平行線 再協議へ
NHK　8月17日 20時38分
安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会の与野党の筆頭理事が会談し、防衛省の統合幕僚監部が、法案の成立を前提に自衛隊の対応を記した文書の取り扱いなどを巡って折り合わず、１８日、改めて協議することになりました。
安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会は、先週、共産党が、防衛省の統合幕僚監部によって法案の成立を前提とする自衛隊の対応を記した文書が作成されていると追及して、委員会は途中で散会し、その後、開かれていません。
　こうしたなか、１７日、与党の筆頭理事を務める自民党の佐藤元防衛政務官と、野党の筆頭理事を務める民主党の北澤元防衛大臣が、鴻池委員長を交えて会談し、与党側は、１８日、委員会を開いて審議を再開したいと提案しました。
　これに対し、野党側は、統合幕僚監部の文書について、「法案の審議中にもかかわらず、成立を前提に、克明な検討を行っているのは問題だ」として、資料を委員会に提出するとともに、安倍総理大臣も出席して集中審議を行うよう主張して、折り合いませんでした。
　さらに、野党側は、礒崎総理大臣補佐官を、再び参考人として委員会に招致することも重ねて求め、与野党は、１８日理事懇談会を開いて改めて協議することになりました。 

安保審議再開１８日も協議　野党は礒崎補佐官再招致要求
朝日新聞デジタル　2015年8月17日19時54分
　安全保障関連法案の参院での審議再開に向け、参院特別委員会の自民、民主両党の筆頭理事が１７日、断続的に協議したが、合意できなかった。１８日に同委理事懇談会で再協議する。
　１１日の特別委では、共産党が提示した自衛隊の内部資料をめぐって審議が紛糾し、途中で打ち切りになっていた。自民は１７日、審議の早期再開を求めたが、民主はこの問題で安倍晋三首相が出席する審議を開くよう求め、折り合わなかった。野党側は内部資料の作成経緯の説明を求めているほか、「法的安定性は関係ない」と発言した礒崎陽輔首相補佐官の特別委への再招致を要求している。
参院野党：防衛省安保関連資料で特別委での集中審議要求
毎日新聞　2015年08月17日　19時02分
　野党各党は１７日、防衛省統合幕僚監部が安全保障関連法案の成立を前提とした資料を作成していたとされる問題に関し、参院平和安全法制特別委員会の集中審議を要求した。民主党の枝野幸男幹事長は「暴走の指摘があり、集中審議が必要だ。一般的なシミュレーションを超えている」と記者団に語り、政府の責任を追及する姿勢を示した。
　枝野氏はまた、同日発表された４〜６月期の国内総生産（ＧＤＰ）速報値がマイナス成長になったことについて、「政権は安保法制にかかりきりだ。国民が求める景気、生活の改善に全力を傾けるべきだ」と指摘した。
　資料の存在を国会で追及した共産党の山下芳生書記局長は記者会見で、集中審議と河野克俊統合幕僚長の証人喚問を要求。「憲法を日米安保同盟に従属させる政府の本質が示された。国会無視、国民無視の重大問題だ」と批判した。
　維新の党の片山虎之助参院議員会長も「首相出席で集中審議をやったらいい」と述べた。【村尾哲】
民主・枝野氏 防衛相の責任追及へ集中審議を
NHK 　8月17日 13時05分
民主党の枝野幹事長は、安全保障関連法案の審議について、防衛省の統合幕僚監部が法案の成立を前提に自衛隊の対応を記したとする文書を巡って中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣の責任を追及するため、参議院の特別委員会で集中審議を行うよう求めていく考えを示しました。
安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会では、先週１１日に、共産党が、防衛省の統合幕僚監部によって、法案の成立を前提とする自衛隊の対応を記した文書が作成されていると追及し、中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣の答弁に納得しなかったため、委員会は途中で散会し、その後、開かれていません。
　これについて、民主党の枝野幹事長は、国会内で記者団に対し、「防衛省の統合幕僚監部の暴走とも言える指摘について、集中審議も必要だ」と述べ、中谷大臣の責任を追及するため、参議院の特別委員会で集中審議を行うよう求めていく考えを示しました。
　また、枝野幹事長は、安全保障関連法案を巡り「法的安定性は関係ない」などと発言した礒崎総理大臣補佐官について、参議院の特別委員会に、再び参考人として招致することを与党側に引き続き求めていく考えを示しました。
防衛省、安保法案成立前提の内部資料認める 

日経新聞　2015/8/17 20:18

　防衛省は17日までに、安全保障関連法案の成立を前提とした内部資料に関し、自衛隊統合幕僚監部が作成したものと確認した。野党は資料を巡る集中審議を求める方針。自民、民主両党が同法案の参院審議再開に向けて協議したが、自民党側が集中審議に慎重姿勢を示したため折り合わず、18日に再協議する。
　資料は自衛隊統合幕僚監部が５月に作成。法案が８月に成立、来年２月ごろ施行との見通しを示している。成立後、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、他国軍との宿営地の共同防護や襲われた他国部隊を助ける「駆けつけ警護」を新任務として検討すると明記した。共産党が資料の存在を指摘していた。
　民主党の枝野幸男幹事長は17日、国会内で記者団に「統幕幹部の暴走ともいえる」と強調。共産党の山下芳生書記局長は記者会見で、河野克俊統合幕僚長の証人喚問も同時に求めるべきだと主張した。
産経新聞　2015.8.17 12:29更新 

【安保法案】民主・枝野氏、防衛省資料追及へ　「一般的シミュレーションを超えてる」
　民主党の枝野幸男幹事長は１７日、防衛省統合幕僚監部が安全保障関連法案の成立を前提とした資料を作成していたことに関し、国会審議の場で追及する考えを強調した。「参院（特別委員会）での集中審議や衆院の予算委員会で問いたださないといけない。党首討論も必要だ」と国会内で記者団に述べた。
　資料に関し、枝野氏は「一般的なシミュレーションのレベルを超えている」と指摘した。沖縄本島沖で墜落した米軍ヘリコプターに自衛隊員が同乗していた経緯も国会で追及する意向を示した。
産経新聞　2015.8.18 05:01更新 

【主張】自衛隊の事前検討　切れ目なき備えは当然だ
　安全保障政策を大きく転換させる法改正に備え、当事者である防衛省・自衛隊が部隊行動などをあらかじめ検討しておくのは至極当然だ。
　お盆休み前の参院特別委員会で、統合幕僚監部が５月末に作成した内部資料を共産党の議員が突き付け、「成立前の検討は許されない」などと批判して審議は紛糾、散会した。
　民主党も「自衛隊中枢の先走り」などと同調しており、今後の審議に影響が出かねない。
　「切れ目なき準備」を行っておくことこそ、日本や国民を守り抜くために欠かせない。
　安保関連法案をつぶすための、理屈の通らない批判にとらわれず、いかに抑止力を高め、危機を回避するかの本質論をたたかわせる必要がある。
　共産党が提示した自衛隊の内部資料では、安保関連法案の成立を前提に、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）派遣の部隊による、駆け付け警護の実施などが検討項目に挙がっていた。
　共産党は「戦争法案の先取り」などと指摘し、防衛省・自衛隊が突出していると印象付けようとし、安倍晋三政権や中谷元・防衛相の責任を追及する構えだ。
　自衛隊は、国や国民を守る活動のほか国際貢献、災害出動でも、非常に厳しい状況での任務遂行を迫られる。だからこそ、事前の準備、訓練が重要になる。
　安保関連法案が施行された後、新たな任務をいつ要請されるかは分からない。早期に対応するための事前準備がなければ、抑止力の向上、国際貢献の充実に後れをとることになる。
　政府側の答弁も心もとない。
　中谷氏は「国会審議中に法案の内容を先取りするようなことは控えないといけない」と語った。その場しのぎで野党の追及をかわそうとする、旧態依然とした答弁姿勢は転換すべきだ。
　必要な検討作業を部内で進めることに何ら瑕疵（かし）はないと、首相も中谷氏も反論すべきだ。
　参院の審議では、民主党が自衛隊の後方支援で核兵器を輸送するといった「１２０％あり得ない」（首相）事例を取り上げ、それを排除する規定が法案にないことを問題視した。非現実的であり、高いレベルの議論とは言い難い。
　国民の安全や国際社会の平和を現実に守る方策についての建設的な質疑を求めたい。
安保対案、１８日に扱い決定＝片山参院会長「単独提出も」－維新
　維新の党は１７日、松野頼久代表や柿沢未途幹事長ら幹部が国会内で協議し、安全保障関連法案の対案の扱いを１８日の執行役員会で決定することを確認した。民主党と共同提出するかどうかが焦点で、対案として準備している計８法案のうち３本について１２日から同党と調整しているが、衆院で共同提出した「領域警備法案」を除き、合意の見通しは立っていない。
　これに関し、維新の片山虎之助参院議員会長は１７日の記者会見で、週内に対案の参院提出を目指す考えを改めて強調。その上で、民主党と協議中の周辺事態法、国連平和維持活動（ＰＫＯ）協力法の両改正案に関し、「だらだら延ばしても仕方がない」と述べ、維新単独での提出もあり得るとの認識を示した。　
　一方、新党改革の荒井広幸代表は同日の会見で、自衛隊の海外派遣に例外なく国会の事前承認を求める修正案の共同提出に向け、「日本を元気にする会」と協議に入ったことを明らかにした。荒井氏は「与党とも野党とも相談したい」と述べた。（時事2015/08/17-19:56）2015/08/17-19:56

産経新聞　2015.8.17 20:22更新 

【安保法案】維新、対案を単独提出も　片山参院会長
　維新の党の片山虎之助参院議員会長は１７日の記者会見で、安全保障関連法案の対案のうち、民主党と共同提出を模索する周辺事態法改正案など３法案について、早期に合意できなければ単独で提出する考えを示した。
　片山氏は、対案を週内に提出する方針を重ねて強調した上で「一緒に出さなければいけない、ということはない」と指摘した。民主党に対しては「認識は大きく違わない。早く結論を出してほしい」と求めた。
　民主党執行部は、提出に慎重姿勢だ。細野豪志政調会長は１７日の党役員会で、３法案について「実務的に協議を進めていきたい」と報告するにとどめた。
中谷防衛相、辺野古協議を米に報告＝ウォーマス国防次官「ヘリ事故の情報提供」
　中谷元防衛相は１７日、ウォーマス米国防次官と防衛省で会談し、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設に反対する沖縄県と集中協議に入ったことを報告した。中谷氏は「米軍の抑止力維持のために移設が必要」と翁長雄志知事に対し直接理解を求めたと説明。同次官は「日本政府の考え方は理解した」と述べた。
　１２日に沖縄県沖で起きた米軍ヘリコプター墜落事故や、５月のハワイでの米海兵隊垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイの着陸失敗事故について、同次官は「きちんとした情報提供をしたい」と述べた。　
　両氏は、中国が東シナ海の日中中間線付近でガス田開発施設を拡張している問題について、動向を注視していくことで一致した。（時事2015/08/17-19:07）2015/08/17-19:07

米軍ヘリ墜落事故 米高官「きちんと情報提供」
NHK　8月17日 19時11分
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中谷防衛大臣はアメリカのウォーマス国防次官と防衛省で会談し、沖縄県うるま市の沖合でアメリカ軍のヘリコプターが墜落した事故について、中谷大臣が沖縄のアメリカ軍に原因究明などを求めたことを伝えたのに対し、ウォーマス氏は日本側に積極的に情報提供していく考えを示しました。
アメリカのウォーマス国防次官は去年６月の就任後初めて、日本を訪問しており、１７日、防衛省で中谷防衛大臣と会談しました。
　この中で中谷大臣は今月１２日に沖縄県うるま市の沖合でアメリカ軍のヘリコプターが墜落した事故を受けて、１５日、沖縄を訪問して沖縄のアメリカ軍トップのウィスラー四軍調整官に対し、原因究明と再発防止を求めたことを伝えました。
　これに対し、ウォーマス氏は「日本側にとって重要な問題だと理解しているので目に見えるかたちで説明し、きちんと情報提供していきたい」と述べました。
　また、中谷大臣は沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画を巡って、１か月間すべての工事を中断し、沖縄県と集中的に協議していることを伝えたうえで、「きのう翁長知事に対し、海兵隊がなぜ沖縄に必要かということを、抑止力の維持と負担軽減という観点から説明した」と述べ、理解を求めました。
　これに対し、ウォーマス氏は、「日本政府の考えは理解している」と答えました。 

米軍のヘリ墜落対応批判　沖縄知事、防衛相との会談で 

日経新聞　2015/8/16 17:51

　中谷元・防衛相は16日午後、沖縄県の翁長雄志知事と県庁で会談し、同県うるま市沖の米陸軍ヘリコプターの墜落事故に関して米軍に原因究明や再発防止を求めたことを伝えた。翁長氏は米軍の対応を「しゃくし定規の返事しかない」と批判。在日米軍の事故に関する米側の報告義務を定めていない日米地位協定について「大きな壁だ」と指摘した。
　米軍普天間基地（沖縄県宜野湾市）の移設問題をめぐっては、翁長氏が政府と県の協議について「議論が深まることがない」と述べた。移設先を名護市辺野古沖とする政府の姿勢に関して「辺野古が唯一であるという以外にほとんど話がない」と不満を示した。
　防衛相は中国の海洋進出に直面する南西地域の離島防衛などの観点から、沖縄県の地政学的な重要性を説明した。「沖縄への米海兵隊の駐留は日本の安全保障上、不可欠なものだ」と指摘し、辺野古移設に理解を求めた。
辺野古移設：隔たり埋まらず　防衛相と沖縄知事会談
毎日新聞　2015年08月17日　11時19分（最終更新　08月17日　11時27分）
　中谷元（げん）防衛相は１６日、沖縄県庁で翁長雄志（おなが・たけし）知事と会談した。米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設計画に関する集中協議の一環。中谷氏は米海兵隊の沖縄駐留の意義を強調したが、翁長氏はこれに反論し、移設問題を巡る主張の隔たりは埋まらなかった。
　中谷氏は「広大な南西地域の防衛に在沖米海兵隊の駐留は不可欠だ」と抑止力の観点から説明。中国の軍事的台頭を念頭に「力の空白を作らないことが大事だ」と辺野古移設に理解を求めた。しかし、翁長氏は「沖縄に対する無機質な発想が見える。１４０万県民の安心安全をもっと考えるべきだ」と述べ、沖縄に寄り添った対応を求めた。
　また、県側がは２０１９年２月までの普天間の運用停止に向けた工程表作成に言及すると、中谷氏は「官房長官に伝える。今後、協議の必要性がある」と応じた。翁長氏は１８日に東京を訪れ、関係閣僚と協議する。
　これに先立ち中谷氏は、移設先である名護市の稲嶺進市長とも同市内で初めて会談。移設に理解を求める中谷氏に対し、稲嶺氏は「（市民意識を考えると）受け入れるのは困難だ」と述べ、議論は平行線をたどった。【飼手勇介、佐藤敬一】
防衛相、沖縄知事らと会談　辺野古移設へ低姿勢アピール 

日経新聞　2015/8/17 20:18

　中谷元・防衛相は15～16日に沖縄県を訪れ、翁長雄志知事や稲嶺進名護市長と会談した。米軍普天間基地（宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる溝は全く埋まらなかった。訪問中に米軍基地を抱える市町村長とも相次いで会い、騒音対策など負担軽減について意見交換。政府の低姿勢ぶりを懸命にアピールした。
　防衛相は米軍基地を抱える市町村のうち、15日に金武町など北部６町村、16日に宜野湾市など中部８市町村の首長と相次いで懇談。米軍基地跡地で、高濃度のダイオキシン類を含むドラム缶が発見された沖縄市サッカー場も視察した。県庁内では記者団に「基地を抱える自治体の要望を伺い、しっかり対応したい」と強調した。
防衛相、沖縄知事らとの会談平行線　辺野古移設巡り 

日経新聞　2015/8/17 9:10

　中谷元・防衛相は16日、米軍普天間基地（沖縄県宜野湾市）の移設先とする同県名護市の稲嶺進市長と、翁長雄志知事とそれぞれ会談した。防衛相は名護市辺野古への移設に理解を求めたが、移設に反対する県や名護市との対立は解けず、平行線に終わった。
　防衛相が翁長氏と会談するのは５月以来。県庁での会談で、翁長氏は名護市辺野古を唯一の移設先とする政府の姿勢について「議論が深まることがない」と批判した。
　防衛相は同県うるま市沖の米陸軍ヘリコプターの墜落事故に関して米軍に原因究明や再発防止を求めたことも伝えた。翁長氏は米軍の対応を「しゃくし定規の返事しかない」と批判。在日米軍の事故に関する米側の報告義務を定めていない日米地位協定を「大きな壁だ」と指摘した。
　これに先立ち防衛相は名護市で稲嶺市長と会談した。辺野古移設について稲嶺氏は「県民の世論調査などからも受け入れるのは困難だ」と反発した。防衛相が名護市を訪問し、同市長と会談するのは民主党政権下の2011年10月以来。
　稲嶺氏は辺野古に建設予定の普天間基地の代替施設について「相当、機能強化される。（基地の）負担軽減とはほど遠い」と懸念を表明。防衛相は「新基地の建設ではない。代替施設の機能は普天間基地に比して縮小される」と反論した。
翁長知事「普天間停止 工程表を」　防衛相と会談　辺野古、平行線続く
東京新聞　2015年8月17日 夕刊
 

	沖縄県庁で会談する、中谷防衛相（左）と翁長知事＝１６日午後
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　中谷元・防衛相は十六日、沖縄県の米軍普天間（ふてんま）飛行場（宜野湾（ぎのわん）市）の移設に伴う名護市辺野古（へのこ）への新基地建設をめぐり、翁長雄志（おながたけし）知事と那覇市の県庁で会談した。中谷氏は「沖縄への米海兵隊の駐留は、わが国の安全保障上、不可欠だ」と新基地建設に理解を求めたが、反対する翁長氏との議論は平行線のままだった。
　会談は政府と沖縄県による集中協議とは別に設定された。翁長氏は会談で、二〇一九年二月までの普天間飛行場の運用停止も取り上げ「私たちが（実現のための）ロードマップを作らないと前に進まないのではないか」と、集中協議を通じて具体的な進展を求めた。中谷氏は「菅義偉（すがよしひで）官房長官と相談し、いろいろ考えたい」と述べた。集中協議の二回目は十八日に予定されている。運用停止は政府と仲井真弘多（なかいまひろかず）前知事との間で合意されていた。
　うるま市沖で発生した米軍ヘリコプター墜落事故に関しては、中谷氏が米側に再発防止と原因究明を要請したことを説明した。だが、翁長氏は「日米地位協定の大きな壁だと思うが、米軍はしゃくし定規な返事しかしない」と情報提供の在り方に不満を示した。
　翁長氏との会談に先立ち、中谷氏は名護市内で同市の稲嶺進市長とも会談。辺野古の新基地建設の必要性を主張したが、稲嶺氏は「県民の世論調査やこれまでの選挙の結果などを見ても、受け入れは困難だ」と反対をあらためて訴えた。
安倍談話、各紙の社説割れる　テレビ局は会見を中継
朝日新聞デジタル　清水大輔、吉浜織恵 星賀亨弘　2015年8月18日04時58分

安倍談話に対する各紙の主な見解

　「極めて不十分な内容」「真剣な気持ちが十分伝わる」。戦後７０年の節目に発表された安倍晋三首相の談話（安倍談話）をめぐり、新聞各紙の社説は評価が割れた。テレビは、ＮＨＫと在京の民放キー局の大半が記者会見を中継するなど、力を入れて報道した。
　安倍談話は１４日に閣議決定され、安倍首相が発表した。過去の首相談話で盛り込まれた四つのキーワード（植民地支配、侵略、反省、おわび）を中心に、各紙が１５日付の社説で論評した。
　朝日新聞は「何のために出したのか」との見出しで批判した。「侵略」「植民地支配」は「主語はぼかされた」と指摘し、「反省」「おわび」は「歴代内閣が表明したとして間接的に触れられた」とした。恵村順一郎・論説副主幹は「安倍首相の歴史認識がぼやかされている。村山談話からの後退は明らか」と述べた。
外務省ＨＰから「おわび」削除　首相談話からめた見方も
朝日新聞デジタル　武田肇　2015年8月17日18時24分
　外務省が１４日に同省ホームページ（ＨＰ）から、政府の歴史認識やアジア諸国への「反省とおわび」に関する記事を削除していたことがわかった。同省は安倍晋三首相が出した戦後７０年談話を踏まえて再掲載するとしているが、「安倍談話」の趣旨と合わないので削除したのではないか、との見方も出ている。
　削除されたのは「歴史問題Ｑ＆Ａ」というページ。２００５年８月、戦後６０年の取り組みの一環で掲載した。先の大戦に対する「歴史認識」のほか、「慰安婦問題」「南京大虐殺」「極東国際軍事裁判（東京裁判）」など８項目について、政府の見解や対応を説明している。
　先の大戦の歴史認識については「植民地支配と侵略によって、多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対して多大の損害と苦痛を与えました」「痛切なる反省と心からのおわびの気持ちを常に心に刻み」などと記述。１９９５年の村山談話や０５年の小泉談話を踏襲する内容で、両談話を参考資料にも掲げていた。
産経新聞　2015.8.17 22:34更新 

【戦後７０年談話】外務省ＨＰの歴史問題Ｑ＆Ａ改訂へ　首相談話を受け
　外務省がホームページから、先の戦争をめぐる政府の立場をまとめた「歴史問題Ｑ＆Ａ」を１４日に削除していたことが１７日、分かった。従来の内容は平成７年の村山富市首相談話がベース。安倍晋三首相が１４日に発表した戦後７０年談話と整合性を取るため、改訂が必要と判断したとみられる。
　削除されたページでは「政府の歴史認識」について、先の大戦における日本の行為を「植民地支配と侵略」と指摘。「痛切なる反省と心からのおわびの気持ちを常に心に刻み」と記述していた。
　村山談話や１７年の小泉純一郎首相談話を踏襲し、１７年８月から戦後６０年の取り組みの一環として掲載していた。外務省報道課は「あくまで一時的な措置。できるだけ早く改訂し、再掲載したい」としている。
「戦わないのが、この国のあり方」　山田洋次監督、安保法案を批判
東京新聞　2015年8月17日 夕刊
　「男はつらいよ」などの映画製作を通じて戦後日本を見つめ続ける山田洋次監督（８３）が十五日、名古屋市内で本紙のインタビューに答え、政府・与党が成立に強い意欲を見せる安全保障関連法案に「いざとなっても戦わないのが、この国のあり方だ」と反対した。　
　山田監督は幼少期を旧満州（中国東北部）で過ごし、十三歳で終戦。中国では日本人が中国人を差別する姿を何度も見た。十四日に安倍晋三首相が発表した戦後七十年談話については、自らの経験を踏まえて「日本人が中国や韓国の人たちにどれだけひどいことをしてきたのかという思いが込められていない。なぜもっと素直に謝罪できないのかな」と感想を述べた。
　安保関連法案の成立を推し進めようとしている政府・与党の姿勢には「なぜ米国の戦争をお手伝いするための法律を一生懸命作らなきゃならないのか」と疑問を呈し、「法案は『何かあったら戦う』となっているが、『いざとなっても戦わない』というのがこの国のあり方」と話した。
 

	平和への思いを語る山田洋次監督＝１５日、名古屋市内で（加藤晃撮影）
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　山田監督は多くの憲法学者が法案に反対していることを前提に、代表作の主人公になぞらえて「寅（とら）さんは面倒な問題を考えるために学者や賢い人がいて、そういう人たちの考えに耳を傾けなきゃいけないことをよく知っている」と発言。国会での慎重な議論を求めた。
　＜やまだ・ようじ＞　１９３１年９月、大阪府豊中市生まれ。南満州鉄道（満鉄）のエンジニアだった父の勤務のため２歳で旧満州に渡り、４７年に家族で引き揚げた。５４年に東大法学部を卒業し、松竹に入社。代表作に「男はつらいよ」シリーズや「幸福の黄色いハンカチ」など。９６年に紫綬褒章、２０１２年に文化勲章を受章。
安保法案反対の署名、官邸受け取らず　差出人不明理由に
朝日新聞デジタル　2015年8月17日17時11分
　紙芝居の作家らが呼びかけ人となって集めた安全保障関連法案に反対する署名を１０日、首相あてに官邸に送ったところ、「差出人不明」を理由に受け取りを拒否されたことがわかった。衆参両院議長あてにも署名を送ったが、拒否されなかったという。
　署名を呼びかけたのは、長野ヒデ子さんら紙芝居や絵本作家など５６人。法案の廃案などを求め、６２５人の賛同者が集まった。
　長野さんによると、賛同者の一人が代表して、住所・氏名は書かずに書留速達で、首相と衆参両院議長あて３カ所に送った。首相あての分について郵便局から１４日、「受け取り拒否で返送されてきた」と連絡があり、「差出人の住所氏名が不明のため本郵便物は受け取れません」との首相官邸のスタンプを押した紙が貼り付けてあったという。
　長野さんは「同じ趣旨の署名を７月にも首相あてに送ったが、拒否されなかった。政府は国民の声に耳を傾けるべきだ」と話す。官邸事務所は「中身とは関係なく、一般に差出人がわからない場合は受け取らない。７月に署名を受け取った経緯は承知していない」とコメントした。
自民、憲法改正の早期実現方針を確認へ　11月に60年式典 

日経新聞　2015/8/17 21:25

　自民党は11月29日に都内で開く立党60年の記念式典で、党是である憲法改正を早期に実現する方針を改めて確認する。式典には国会議員や地方議員ら約4000人が参加する方向だ。
産経新聞　2015.8.10 10:30更新 

【共産党研究（上）】党勢拡大狙う「赤いカメレオン」　「戦争前夜」あおり自公支持層に接近

衆院特別委員会での安全保障関連法案採決に抗議する市民集会で「廃案」を訴える共産党の志位和夫委員長（中央）。民主党の岡田克也代表、社民党の吉田忠智党首らも駆けつけた＝７月１５日、東京・永田町の国会正門前（共産党提供）
　７月１８日、共産党本部で開かれた党創立９３周年記念講演会。同党が「戦争法案」と連呼する、安全保障関連法案の衆院通過から２日後のことだ。志位和夫委員長はいつにも増して「安倍政権打倒」のボルテージを上げた。
　「憲法９条を破壊する最悪の違憲立法だ。戦後最悪の安倍政権を打ち倒そう！」
　志位氏は５月２６日の衆院本会議代表質問と２７、２８両日の衆院特別委員会で安倍晋三首相を波状攻撃した。
　党の内部文書たる６月１日付の常任幹部会報告（通称「常幹メモ」）には、こう記されている。
　「質疑直後から大きな反響を呼び、有権者から電話やメール、ファクスの激励が党本部に多数寄せられた。知識人、著名人からの反応も強い。志位委員長の質問内容を全党がつかみ、戦争法案阻止のたたかいの発展に生かしていく」
　常幹メモの「指令」は即座に党都道府県委員会を通じて全党に徹底された。６月９日には党中央委員会幹部会の決定で「戦争法案阻止・党勢拡大大運動」の大号令がかけられた。
二大政党切り崩し
　共産党は昨年１月の第２６回党大会で「自共対決の本格的な幕開けだ」と宣言していた。しかし、政府が同年７月１日に集団的自衛権容認を閣議決定した後は、自民党を攻撃の標的とはせず「安倍政権打倒」を前面に据える戦略に転換。それから２週間後の党創立９２周年記念日に、志位氏は「安倍政権打倒の国民的大運動」を打ち出した。その狙いを共産党幹部が説明する。
　「自民党を支持してきた保守層にも安倍政権の暴走に強い危機感を抱く人が増えている。そういう人たちと共闘の輪を広げていこうということだ」
　「自民か、民主か」という二大政党体制を完全に切り崩し、有権者に「安倍政権は是か非か」の選択を迫る構図に変えていく－。
　党指導部は今、その戦略に間違いはなかったとみている。昨年末の衆院選で公示前の８議席から２１議席へと総選挙では１８年ぶりの躍進を遂げた。今春の統一地方選でも勢いを持続した。
　実は共産党が「戦争法案」と名付けた法案は初めてではない。平成１１年に成立した周辺事態法など関連３法や１３年成立のテロ対策特別措置法も国会審議の過程で同党議員は「戦争法案」と呼んでいた。“使い回し”の常套（じょうとう）句なのだ。
　背景には、安倍政権の現実路線を奇貨として「戦争前夜」のムードをあおり立て、無党派層だけでなく自民党の穏健的な支持層をも取り込む思惑がある。
　共産党は今年６月９日の党幹部会決定で「戦争法案を阻止するたたかいは、侵略戦争に命がけで反対し、反戦平和を訴え続けた党としての存在意義が問われる」と党員を鼓舞した。
かつては９条反対
　「平和の党だ」「護憲だ」と声高に叫ぶが素顔は違う。戦後、現憲法制定の際に９条に反対し「自衛戦争」を容認した唯一の政党だ。旧社会党の「非武装・中立論」も批判していた。
　昭和４８年１１月の第１２回党大会で発表した「民主連合政府綱領案の提案」などでも、当面は現憲法擁護の立場で自衛隊を違憲の軍隊として解散し、将来的に憲法廃止のうえ社会主義憲法下で自衛軍を創設する－という「自衛・中立」路線を確たる安保政策としてきた。
　「改憲政党」だった“本性”を隠しつつ標的に同化し入り込む－。安保法案をめぐる真夏の攻防戦で見えてくる共産党の姿はまさに「赤いカメレオン」（同党ウオッチャー）といえる。
　関係者によれば、志位氏は７月上旬、自ら乗り出して民主党の岡田克也、生活の党の小沢一郎両代表と個別に都内で極秘会談し、安保法案をめぐる国会内外での連携方針を確認した。
　他党と統一戦線を張ることで「異質の野党」の色を薄めたい党指導部の思惑が透けてみえる。党幹部は「志位氏自ら他党の折衝に動くのは異例だ。右から左まで抱えて対応が揺れていた民主党も世論に押され、共闘に傾いた」と話す。
自衛隊にも“触手”
　一方で、共産党は「違憲」の存在と位置付ける自衛隊にも“接近”を強めている。
　「被災者救援に頑張った自衛隊員。戦死させるな！　市民の力で戦争法案ストップ」
　８月２日投開票の仙台市議選ではそんなスローガンのビラを配り、「自衛隊の応援団」をアピールした。機関紙「赤旗」は「『元自衛隊員の人が（私たちに）敬礼する』『自衛隊員の母親から心配との声が寄せられる』など反響が広がっている」と書いた。
　自衛隊内の潜在的な安保法案反対者を取り込むばかりか、自衛隊との“近さ”を偽装して無党派層を引き寄せる狙いが浮かび上がる。
　触手は公明党の支持母体の創価学会内にも伸びている。「赤旗」で安保法制反対デモに参加する創価学会員を「公明党に怒る創価学会員」と積極的に紹介する。山下芳生（よしき）書記局長は８月３日の記者会見で「公明党支持者の皆さんの気持ちを酌んだ運動を発展させたい」と述べ、安保法案に反対する創価学会員との連携を強める考えを示した。
　公明党の山口那津男代表は翌４日の記者会見で不快感をあらわにした。
　「共産党は今の憲法制定時に『肯定される戦争がある』との立場で９条に唯一反対した政党だ。自らの主張を省みていただきたい」
　中国や北朝鮮の軍事的脅威にさらされる日本の「備え」に猶予はない。だが、志位氏は今も「“軍事対軍事”の悪循環に陥ることが最も危険だ。どんな問題も外交的解決に徹すべきだ」と繰り返している。
　「共産党が国民の支持を広げている現状こそ、日本の危機だ」。自民党閣僚経験者はそう天を仰いだ。
◇
　平成２５年参院選、２６年衆院選と連続で「躍進」を果たし、野党で唯一気を吐く共産党。さらなる党勢拡大に向けた「革命政党」の戦略と動きを追い、今後を展望する。
産経新聞　2015.8.17 13:30更新 

【共産党研究（下）】「瞬間的」追い風受け議席増も…　「革命政党」の限界　伸びぬ党員数

安全保障関連法案廃案を訴える市民集会で「安倍政権ＮＯ！！」のプラカードを掲げる参加者たち。共産党の志位和夫委員長も駆けつけ「安倍政権打倒」を呼びかけた＝７月２４日夜、東京・日比谷野外音楽堂（共産党提供）
　８月２日に投開票された仙台市議選（定数５５）の結果は安倍晋三政権に衝撃を与えた。自民党は最多１６議席を確保したものの２候補が落選。前回全５選挙区で押さえたトップ当選も今回はゼロに終わった。公明党も１議席増やして９議席と全員当選したが全ての選挙区で得票率を上げることはできなかった。
　「安全保障関連法案で逆風が吹いていると認めざるを得ない」
　首相官邸で４日開かれた政府与党連絡会議は、井上義久公明党幹事長がそう肩を落とすなど悲観論が渦巻いた。善戦した野党にあって、わけても追い風の恩恵に浴したのは反安保法案の急先鋒（きゅうせんぽう）たる共産党だった。
　同党は３選挙区でトップ当選を果たし、投票率が約５ポイント下がったなかで得票率を３ポイント余アップさせた。同市議選での共産党のトップ当選は、平成元年の政令市移行後初めてだ。山下芳生（よしき）書記局長は３日の記者会見で「戦争法案に反対する候補が当選した。安倍政権は世論の批判と受け止めるべきだ」と胸を張った。
　「従来２千票の共産党候補が３倍超の７千票を集めた。看過できない」。４日の自民党正副幹事長会議でも“仙台ショック”に打ちひしがれる声が漏れた。谷垣禎一幹事長も周辺にこう漏らした。「革新勢力は世論操作が上手だ。われわれも早く対策を立てないと…」
　最近の世論調査でも共産党の“勢い”は目を見張る。共同通信社が安保法案衆院通過直後の７月１７、１８両日に行った電話世論調査での同党の政党支持率は７・３％。前回６月調査から２・５ポイント上昇し、野党で最大の伸び幅を示した。
　「戦争法案阻止の国民的運動に合わせ、政治に無関心だった多くの若者やママさんたちが目をさました。安倍政権に暴走をさせまいと願う浮動層が、ぶれない共産党になびいてきている」
　そうほくそ笑む同党関係者によると、最大の標的とする学生ら若年層が共産党系青年組織「民主青年同盟（民青同盟）」を迂回（うかい）し、党の門を直接たたくケースも増えているという。
　圧巻は７月２９日の参院平和安全法制特別委員会で小池晃副委員長が、海上自衛隊幹部学校作戦法規研究室作成の内部資料を暴露した翌日のことだ。約１０人の若者らが「感動した」などと門前市をなして党本部に入党を申し出てきたという。
　とはいえ党勢拡大が軌道に乗ったわけではない。
　共産党は２年前の参院選で改選３議席を８議席に増やし、非改選と合わせて１１議席で議案提出権を確保した。昨年末の衆院選では公示前８議席から２１議席へと約３倍の議席増を遂げた。
　平成１２年１１月の委員長就任以来、国政選挙で連戦連敗を甘受してきた志位和夫委員長にとって雌伏１３年。１９７０年代、９０年後半に続く「第３の躍進」に意気上がるが、課題は来年夏の参院選に向けこの勢いを持続、拡大できるかだ。
　共産党は今年１月の第３回中央委員会総会（３中総）で、次期参院選の目標を「比例８５０万票、得票率１５％以上」とした。過去最高だった平成１０年参院選の比例８１９万票（得票率１４・６％）を超えようという鼻息の荒さだ。共産党関係者がささやく。
　「具体的な目標は改選３議席から６倍増の１８議席。内訳は比例８議席と、定数３以上の全９選挙区と金城湯池の京都（定数２）で１議席ずつの計１０議席だ。世論調査でおおむね自民、民主に次ぐ３位を堅持しているから無理な数字ではない」
　だが党幹部は「問題はその先。生みの苦しみだ」と吐露する。１月の３中総決定でも「党の自力の問題は引き続き私たちの活動の最大の弱点だ」と指摘した。
　「自力」のバロメーターは党の活動力、財政の基盤となる党員と機関紙「しんぶん赤旗」読者の「数」の拡大に尽きる。つまり瞬間風速的に背に受ける世論の追い風をいかに実力に変えていくかだが、おぼつかない。
　昨年１月の第２６回党大会で公表した党員数は３０万５千人で、赤旗は１２４万１千部。党員は最多だった昭和６２年の４８万４千人から１７万９千人（３７％）減り、赤旗もピークの５５年の３５５万部から２３０万９千部（６５％）ダウンした。
　焦る党指導部は第２６回党大会で「党勢倍加」と「世代的継承（党員の若返り）」の２大目標を打ち出した。今年６月９日には「戦争法案阻止・党勢拡大大運動」の大号令をかけた。
　党創立記念月の７月の実績は入党１６８２人、赤旗日刊紙９８７人増、日曜版５３１５人増だった。この成果を党指導部は評価するが、実相は笛吹けど踊らず。古参党員によれば、安保法案への国民の怒りが高まっているのに党勢拡大のペースは相変わらず鈍いという。党幹部が漏らす。
　「選挙で躍進したと言っても、土砂降りのなか『自民も民主も維新もダメ』という人々が共産党の軒先で雨宿りしているだけ。家の中には入ってもらえない」
　選挙にイメージを覆すような若い人や女性の候補者を多く立てるなどのソフト路線や戦術が「躍進」の大きな要因となっている側面はある。だが天皇制を正式には容認せず、自衛隊を違憲だと主張し、日米安保条約廃棄を訴える「革命政党」の党勢拡大にはおのずと限界が出てくる。
　なおも党の「理論的支柱」とされる不破哲三元議長は委員長時代の平成９年の第２１回党大会で、党が目指す「民主連合政府」樹立に向け「衆院に１００超の議席、参院に数十の議席」の確保を目標に立てた。これも党員や赤旗の拡大が頭打ちでは絵空事だ。
　不破氏は８月１日付「京都新聞」のインタビューで、こう強調した。「やがては世論を反映した健全な野党が生まれるのが政治の成り行き。組み合わせの政界再編ではなく、新たに生み出さないと日本の民主政治は生きてこない」
　安保法案をめぐって共産党は他の野党との共闘を強める一方、次期参院選での協力には志位氏も否定的だ。「反安倍」票が割れれば自民党を利するが、「健全な野党」にならんとする共産党が優先するのは安倍政権打倒より自党の「勝利」のようだ。
　「戦争法案だけでなく消費増税や沖縄問題、原発再稼働、雇用など安倍政権を攻め倒す手は尽きない」
　共産党幹部はそう手ぐすねを引くが、自民党関係者は辛辣（しんらつ）に揶揄（やゆ）した。
　「共産党も本音では安倍政権に“暴走”してもらわないと困るだろう。安全運転に徹されると攻め手をなくし、存在感が薄くなるから…」
　（この企画は政治部編集委員、高木桂一が担当しました）
